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Ⅰ 平成２５年度中間決算概要 および
　　　平成２５年度業績予想

中期経営計画「ベストバンクプラン 2016」

　　計画骨子 ２０
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高速交通網の整備 １８

平成２５年度中間期損益概況 　４

預金の状況 　５

貸出金の状況 　６

有価証券の状況 　７

自己資本比率の状況 　８　
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■ 会社概要（２０１３年９月末現在）

・ 創業 １８７７年（明治１０年）４月
・ 創立 １９４１年（昭和１６年）１２月
・ 本店所在地 甲府市丸の内１丁目２０番８号
・ 資本金 １５４億円
・ 従業員数 １，７４１人
・ 営業店舗数 本支店・出張所９０

（山梨７４、東京１５、神奈川１）
　　　　　　　　　　　　　 法人営業所１（東村山市）
　　　　　　　　　　　　　 海外駐在員事務所１（香港）

当行は、地域に根ざし、地域社会の繁栄と経済発展に寄与するとともに、お客さまから信頼して　

いただける健全な経営姿勢を堅持し、経営内容の充実に努めてまいります。

本店

「地域密着と健全経営」

＜ 経営理念＞

当行プロフィール当行プロフィール
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Ⅰ　Ⅰ　平成平成２５年度中間決算概要２５年度中間決算概要
およびおよび

平成２５年度業績予想平成２５年度業績予想
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平成平成２５年度中間期損益２５年度中間期損益概況概況

経　
　

費

（億円） 前年同期比

人件費 77 △ 1

物件費 59 △ 0

税金 6 △ 0

143 △ 3経費

25/9期

役
務
取
引
等
利
益

（億円） 前年同期比

役務取引等収益 32 0

投資信託 4 1

個人向け国債 0.2 0

生命保険 2 △ 1

その他 26 0

役務取引等費用 11 0

21 △ 0役務取引等利益

25/9期

資

金

利

益　

（
差
異
要
因
）

（億円、％） 残高要因 利回り要因

資金運用収益 174 △ 0 ( △ 0.2 ) 5 △ 5

貸出金利息 105 △ 8 ( △ 7.5 ) △ 0 △ 8

有価証券利息 68 8 ( 13.6 ) 4 4

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 0 △ 0 ( △ 7.7 ) 0 △ 0

資金調達費用 9 △ 0 ( △ 3.8 ) 0 △ 0

預金等利息 8 △ 0 ( △ 4.1 ) 0 △ 0

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 0 △ 0 ( △ 1.1 ) 0 △ 0

165 △ 0 ( △ 0.0 ) ― ―

25/9期 前年同期比（増減率）

資金利益

24/9期 25/9期

経　常　収　益 240 232 △ 8 ( △ 3.2 )

業 務 粗 利 益 202 193 △ 9 ( △ 4.7 )

資金利益 165 165 △ 0 ( △ 0.0 )

役務取引等利益 21 21 △ 0 ( △ 1.0 )

 その他業務利益 15 6 △ 9 ( △ 60.0 )

 コア業務粗利益 187 188 1 ( 0.0 )

国債等債券関係損益 14 5 △ 9 ( △ 65.3 )

146 143 △ 3 ( △ 2.2 )

- - - ( - )

55 49 △ 6 ( △ 11.1 )

40 44 4 ( 8.4 )

△ 11 9 20 ( 185.6 )

うち不良債権処理額（△） 0 0 0 ( - )

うち株式等関係損益 △ 12 3 15 ( 125.2 )

44 59 15 ( 32.9 )

△ 5 △ 1 4 ( 67.6 )

38 57 19 ( 48.1 )

18 15 △ 3 ( △ 17.2 )

△ 0 1 2 ( 319.4 )

20 40 20 ( 95.5 )

前年同期比（増減率）（億円、％）

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費（△）

業 務 純 益

中 間 純 利 益

臨 時 損 益

経 常 利 益 

特 別 損 益

税引前中間純利益

法人税、住民税及び事業税（△）

法人税等調整額（△）
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17,661 18,180 18,696 18,837 19,237 19,390

4,953
5,082 5,176 5,171 5,358 5,316

2,353
2,659 2,451 2,305

2,507 2,329

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

23/3 24/3 24/9 25/3 25/9 26/3

（億円）

3,743
3,891

4,064 4,061
4,195 4,183

2,498 2,495
815

1,088
726 725

813 787

19,56919,59619,14919,19418,73018,282

2,126
2,212

2,338 2,377

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

23/3 24/3 24/9 25/3 25/9 26/3

（億円）

マーケット別残高推移（平残）　預金残高推移（平残）

国中地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

個 人

法 人

合 計

地公体等

東京ﾌﾞﾛｯｸ

27,036

24,968

郡内地域

計画

+779
（+2.9%）

25,922
26,313

計画

27,103
26,324

半期
実績

半期
実績

27,036

24,968
25,922 26,313

27,103
26,324

半期
実績

半期
実績

県内預金シェア推移（末残）

ゆうちょ銀行
を除く

47.8 47.8 49.0 48.7

7.7 7.7 7.6 7.4 7.5 7.3

30.0 30.0 28.9 28.8 28.5 28.5

12.9 12.9 12.8 13.4 12.6 13.3

1.6 1.6 1.7 1.7 1.7 1.7

49.7 49.2

0%

50%

100%

23/3 23/9 24/3 24/9 25/3 25/9

＋0.5Ｐ

当　行

信金･信組

大手行

その他

ＪＡ

預金の預金の状況状況
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8,316 8,524 8,536

2,680 2,391

3,7483,7513,822 3,759 3,805 3,846

8,3418,2858,481

2,353 2,5692,5852,353

0

5,000

10,000

15,000

23/3 24/3 24/9 25/3 25/9 26/3

（億円）

貸出金残高推移（平残）

1,170 1,141
1,125 1,122 1,123 1,137

1,696

3,348 3,468
3,506 3,450 3,356 3,345

1,148 976 1,369 1,384 1,470 1,476

7,0497,5187,592
7,038 7,059 7,101

1,558 1,561
1,597 1,6661,586

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

23/3 24/3 24/9 25/3 25/9 26/3

（億円）

マーケット別残高推移（平残）　

国中
地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

東京
ﾌﾞﾛｯｸ

郡内
地域

14,757

本部所管
貸出金

14,819

（注）本部所管貸出は、財務省向け貸出、ローン・パーティシペーションおよび譲受債権等をいう

+38
（+0.2%）

14,666

計画

14,593

計画

事業性
貸出

個人
ローン

合 計

国および
地公体等

14,676

半期
実績

半期
実績

14,75714,819 14,666 14,593 14,676

14,637

14,637

半期
実績

半期
実績

県内貸出金シェア推移（末残）

39.7 39.5 40.1

9.2 9.2 9.2 9.1 8.9 8.9

34.6 34.6 34.1 33.7 33.6 33.9

7.4 7.4 7.4 7.4 7.3 7.5

9.1 9.1 9.2 9.2 9.1 9.3

40.6 41.1 40.4

0%

50%

100%

23/3 23/9 24/3 24/9 25/3 25/9

当　行

信金･信組

大手行

政府系他

ＪＡ

△0.1Ｐ

貸出金の状況貸出金の状況
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有価有価証券の状況証券の状況

有価証券残高（時価評価前）の推移

5,583

6,944 7,481 7,718 8,181 8,033

1,695

1,795
1,808

1,910
1,984 2,137

2,718

2,571
2,512 2,357

2,294 2,191

478

457
447 433

431 463

221

201

227
207

224 415
37

30

22
28

19

136

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

23/3 23/9 24/3 24/9 25/3 25/9

（億円）

国債

地方債

社債

株式

投信等

外債

687億円 687億円

合計
13,154

評価損益の推移

-1 4

90

13-15

8340
80

300
229

5353

239
240

245

194260

176

-100

0

100

200

300

400

500

600

700

23/3 23/9 24/3 24/9 25/3 25/9（億円）

228

合計

うち変動
利付国債

＋8億円

投信

債券

株式

有価証券関係損益の内訳

うち変動
利付国債

+728
（+5.7%）

+ 266
（+85.2%）

10,718

+315
（+4.0%）

12,486

369億円

580

24/9 25/9 増減

60 68 8

有価証券利回り 0.93% 0.99% 0.06%

14 5 △ 9

  うち国債等債券売却益(＋） 23 9 △ 14

  うち国債等債券売却損（△） 3 4 1

  うち国債等債券償却(△） 4 0 △ 4

△ 12 3 15

  うち株式等売却益（＋） 3 5 2

  うち株式等売却損（△） 5 0 △ 5

  うち株式等償却(△） 9 2 △ 7

 国債等債券関係損益

株式等関係損益

有価証券利息・配当金

23/3 23/9 24/3 24/9 25/3 25/9
円貨債券 3.8 3.8 3.5 3.1 3.5 4.5

323

円貨債券修正デュレーションの推移

12,019

12,650

13,378

（億円）

265
312

578

687億円 687億円 687億円

半期
実績
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15.35%

15.90%
16.07%

16.30% 16.22%16.19%

16.92%

15.66%

16.62%

15.83% 15.91%
15.97%

12%

13%

14%

15%

16%

17%

18%

23/3 23/9 24/3 24/9 25/3 25/9

※コアTierⅠ：自己資本のうち、資本金・資本剰余金・利益剰余金等

自己資本比率の推移 自己資本額の内訳

（億円）

 信用リスク 標準的手法

 オペレーショナル・リスク 粗利益配分手法

新ＢＩＳ採用手法

自己資本比率の状況自己資本比率の状況

自己資本比率

25/9期 25/3期比

TierⅠ（基本的項目） (A) 1,558 32

うちコアTierⅠ 1,558 32

うち繰延税金資産の純額 - -

うち優先株式・優先出資証券 - -

TierⅡ（補完的項目） (B) 28 △ 0

うち一般貸倒引当金 28 △ 0

控除項目 (C) - -

自己資本額          (A)+(B)-(C) 1,587 32

リスク・アセット等 9,379 △ 207

　 自己資本比率16.92％、

　 TierⅠ比率16.62％ともに

　 国内基準適用行55行中 第2位

　 （当行調べ）　

　 自己資本比率16.92％、

　 TierⅠ比率16.62％ともに

　 国内基準適用行55行中 第2位

　 （当行調べ）　

+0.62Ｐ

TierⅠ比率
コアTierⅠ

比率
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25/3期 26/3期(予想）

 経 常 収 益 450 441 △ 9 ( △ 2.0 )

業 務 粗 利 益 387 383 △ 4 ( △ 1.2 )

資金利益 326 331 4 ( 1.4 )

役務取引等利益 44 46 2 ( 4.9 )

その他業務利益 1 1 0 ( 15.4 )

372 379 7 ( 1.9 )

15 3 △ 11 ( △ 79.1 )

285 284 △ 0 ( △ 0.2 )

△ 10 △ 2 7 ( 67.9 )

112 101 △ 11 ( △ 10.3 )

87 95 7 ( 8.8 )

△ 13 △ 1 12 ( 92.4 )

13 4 △ 8 ( △ 66.2 )

0 2 2 ( 1,450.0 )

99 100 0 ( 0.7 )

58 63 4 ( 7.3 )

（億円、％）

業務純益

前期比（増減率）

国債等債券関係損益

 コア業務粗利益

当 期 純 利 益

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費 （△）

臨 時 損 益

経 常 利 益 

うち不良債権処理額（△）

うち株式等関係損益

平成平成２５年度損益２５年度損益予想予想

配

当

24/3期 25/3期 26/3期予定

7.00円（※） 6.00円 6.00円１株当たり配当金（年間）

経　
　

費

（億円） 前期比

人件費 154 △ 3

物件費 119 2

税金 11 0

284 △ 0経費

26/3期
（予想）

役
務
取
引
等
利
益

（億円） 前期比

役務取引等収益 69 2

投資信託 9 2

個人向け国債 0.4 0.1

生命保険 5 △ 0

その他 54 1

役務取引等費用 22 0

46 2役務取引等利益

26/3期
（予想）

資

金

利

益　

（
差
異
要
因
）

（億円、％） 残高要因 利回り要因

資金運用収益 349 3 ( 1.1 ) 14 △ 10

貸出金利息 212 △ 10 ( △ 4.6 ) 2 △ 12

有価証券利息 135 14 ( 12.1 ) 6 8

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 1 △ 0 ( △ 17.4 ) △ 0 0

資金調達費用 17 △ 0 ( △ 4.0 ) 0 △ 1

預金等利息 16 △ 0 ( △ 4.6 ) 0 △ 1

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 1 0 ( 2.4 ) 0 △ 0

331 4 ( 1.4 ) ― ―資金利益

前期比（増減率）
26/3期
（予想）

25/3期末 26/3期末（想定）

日経平均株価 12,397 円 14,455 円

※24/3期は
　70周年記念配1円

（中間3.5円）
（期末3.5円）
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19 19

7 7

6 6

201918 1919

7
7

7 7 6

6
8

6 66

13.17%

12.20%

10.74%

11.25%

10.73%11.14%

11.16%

0

20

40

60

23/3 23/9 24/3 24/9 25/3 25/9 26/3

(億円)

※　役務利益率＝役務取引等利益÷業務粗利益

役務利益率

2,156百万円
19,315百万円

合　計

内国為替振込

貸金庫･ATM
･口座振替ほか

投信･生命保険
･個人向け国債

33

役務取引等収益・役務利益率推移

137 118
73

149

41

21

18 27

16
43

42

77

97

127

89

118

110108
70

96
109

0

100

200

300

400

23/3 23/9 24/3 24/9 25/3 25/9 26/3

(億円)

投信・個人向け国債・生命保険 販売額推移

投資信託
販売額

個人向け国債
販売額

生命保険
販売額

218

合　計

＋0.1
（＋0.3%）

255

32 32

236

役務収益の状況役務収益の状況

6 7 7
4

9
0 0 0

0

0

4 6 6

2

5

0

5

10

15

23/3 24/3 25/3 25/9 26/3

投資信託・生命保険・個人向け国債 手数料推移

投信
手数料

個人向け国債
手数料

生命保険
手数料

合　計
13 13 12

（億円）

14

309

計画

計画

2,501百万円

18,985百万円

36

＋36

＋2

計画

32

206

6

33 32

220
242

半期
実績
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経費とＯＨＲの経費とＯＨＲの状況状況

※ ＯＨＲ＝経費÷業務粗利益

148 159 159 157

77

116

59

119

154

121
121 131

6

13
12

11
10 11

74.35%
74.36%

67.33%
69.45%

75.90%
73.61%

0

100

200

300

400

22/3 23/3 24/3 25/3 25/9 26/3

（億円）

293
283

通期計画

ＯＨＲ

28,478百万円

38,301百万円

税　金

合　計

物件費

人件費

284

28,544百万円

38,774百万円

301
285

半期実績

143

△0
（△0.2%）

+0.74P

14,364百万円

19,315百万円
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与信コストの状況与信コストの状況

与信コスト・与信費用比率の推移
与信費用比率＝与信コスト÷貸出金平残
与信コスト　　 ＝一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却
　　　　　　　　 ＋債権売却損＋その他

161

288

43 51 51

22 21 29

135

3
69

△94
9

14
△3

△5 7 2

0.04% 0.01%0.02%△0.02%

0.47%

△0.06%

1.25%

2.23%

0.03% 0.07%

0.31% 0.36% 0.37%

0.16% 0.15% 0.20%

0.92%

0.09%
△0.03%

-50

0

50

100

150

200

250

300

10/3 11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 25/9 26/3

（億円）

与信コスト

通期
計画

2億円

1兆4,757億円

与信費用比率

△1

△0.01P

下半期
計画

上半期
実績
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利回り･利鞘の利回り･利鞘の状況状況

0.33

1.44

0.12

0.060.060.060.060.08
0.15

0.24

0.24

0.09

1.051.051.08

1.16

1.171.16
1.12 1.12

1.16

0.31
0.380.41

0.48

0.58

0.66

0.790.76

1.43

1.53

1.64

1.74

1.90

2.07
2.15

1.96

0.980.98
0.92

1.07

1.18
1.25

1.29
1.37

1.32

0.110.10
0.14

0.22
0.27

0.33

0.440.44

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 25/9 26/3

(％)

計画

貸出金(円貨)
利回り

経費率

預貸金利鞘

総資金利鞘

預金(円貨)
利回り

有価証券
(円貨)利回り
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株主還元の状況株主還元の状況

健全経営を維持するため適正な内部留保の充実に努めるとともに、
安定的な配当を継続実施する。

　配当政策の基本方針

　株主還元の状況

　配当額の推移

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期予想
一株当たり年間配当額 6.00円 6.00円 7.00円 6.00円 6.00円
期末株価 411円 404円 368円 429円 -
配当利回り 1.45% 1.48% 1.90% 1.39% -

(百万円） 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期予想

年間配当額① 1,105 1,089 1,256 1,062 1,053

自己株式取得額② 12 1,447 647 994 249

株主還元額③=①+② 1,117 2,536 1,903 2,057 1,302

当期純利益（単体）④ 2,744 3,861 6,965 5,870 6,300

配当性向①/④×100 40.28% 28.20% 18.04% 18.10% 16.71%

株主還元率③/④×100 40.72% 65.68% 27.33% 35.03% 20.67%

（注） 円単位で計算のうえ、単位未満切捨て

　当行創立70周年
記念配1円実施

（中間期3.5円）
（期 末3.5円）

H22.5.27
1,793千株、638百万円

相当を取得

H22.12～23.3
1,906千株、795百万円
相当の買い付けを実施

H23.12.26
2,079千株、644百万円
相当の買い付けを実施

H25.2～25.3
2,600千株、989百万円
相当の買い付けを実施

H25.4
550千株、246百万円

相当の買い付けを実施
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ⅡⅡ　山梨県経済の動き　山梨県経済の動き
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景気動向景気動向

19.7 21.1

6.7
11.4

15.7

15.2

4.2

6.49.6

13.9

1.8

3.0

6.6

4.9

33.7

22.9

2.0 1.2

山梨県 全国

農林水産業・鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

「県民経済計算年報」

（平成22年度）

　　　　経済活動別総生産(産業部門=100）　　　

県内製造品出荷額等の割合

（単位：％）

食料品製造
ほか
39.2%

情報通信
機械ほか

21.2%電子部品
9.2%

生産用機械
12.2%

電気機械
18.3%

（平成24年）

「平成24年経済センサス」

IT関連などの機械工業が集積
△ 80

△ 70

△ 60

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

30

40

50

23/3 6 9 12 24/3 6 9 12 25/3 6 9 12（予測）

「日本銀行甲府支店」

非製造業
　　　 6
全産業
　　 △3
製造業　
　　　△14

　　　　日銀短観業況判断D.I.(山梨県内）　　　

非製造業
△1

全産業
　 △8
製造業
　 △14
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＜山梨県内の動き＞

「山梨燃料電池実用化推進会議」

　・県内外の大学や大手自動車メ ーカーなど30団体が参加

「山梨大学燃料電池ナノ材料研究センター｣

　・燃料電池実用化に向けた世界 先端の基礎研究

　・事業費70億円、世界 高水準の実験設備

　・平成22年11月以降、日産・本田技研・ダイハツとの共同研究開始

　・平成24年3月、本田技研・パナソニックと、同センター開発の触媒の
実用性に関する共同評価開始。従来の触媒に比べ20倍程度の　　　
耐久性を確認。
平成30年頃、同触媒を使用した燃料電池車が発売される可能性。

燃料電池 太陽光発電

山梨を 先端産業であるクリーンエネルギー開発のメッカに

新産業の形成と県内機械工業の受注機会拡大を支援

新産業の創造新産業の創造

- 市場予測 -
・平成27年頃 500万円程度で燃料電池車の市販開始

・燃料電池自動車販売台数および市場規模

　＜ﾃﾞﾛｲﾄ ﾄｰﾏﾂ ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱：H25/8公表＞

　平成37年世界市場：約180万台、約5兆2,700億円

　　　　 うち日本市場：約 20万台、約6千億円

☆関連企業への積極的な資金対応
☆ 先端の研究成果と企業の技術・ﾆｰｽﾞとのﾏｯﾁﾝｸﾞ強化

甲府市 米倉山太陽光発電所：
10,000kW

※国内内陸部 大級
（H24/1稼動）

☆米倉山太陽光発電所の隣接地
には、平成25年度以降、リニア
の超電導技術を応用した蓄電
システム開発拠点を建設予定
(県・鉄道総研)

県内メガソーラー施設
（H25.11.15時点）
○ 稼動中：
　　 16か所計36,768kW
□ 稼動予定（平成26年まで）：
　　 5か所計 10,556kW
　　 （出所：山梨日日新聞他）
※山梨県では2020年にﾒｶﾞｿｰ

ﾗｰを30か所にする計画

※メガソーラー以外の太陽光
　 発電事業への融資対応

（H25/10末時点）

　　・当行融資見込額
　　　　146件/34億円
　　・うち実行額
　　　　 75件/16億円
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高速交通網の整備高速交通網の整備

リニア中央新幹線 中部横断自動車道

西関東連絡道路

圏央道

双葉

あきる野ＩＣ
長野・佐久方面

上信越自動車道に接続

長野・名古屋方面
長野自動車道に

接続（直結）

埼玉・花園方面

関越自動車道に接続

御殿場ＪＣＴ

海老名ＩＣ

中央自動車道

中央自動車道

甲府

東名高速道路

高尾山ＩＣ～相模原愛川ＩＣ

平成25年度開通予定

白根

中部横断自動車道

新東名高速道路

期待効果：関西圏からの観光客増加・受注機会の拡大・首都圏への通勤可能範囲拡大による定住者増加等

中部横断
自動車道

八千穂ＩＣ～佐久南IC
平成28年開通予定

六郷ＩＣ～富沢ＩＣ

平成20年度着工済

平成29年度開通予定

増穂ＩＣ～六郷ＩＣ

平成19年度着工済

平成28年度開通予定

長坂

八千穂

上信越自動車道

長坂JCT～八千穂ＩＣ
平成22年12月

「計画段階評価」開始

佐久小諸
JCT 佐久南ＩＣ～佐久小諸JCT

平成23年3月開通

大月

富士
吉田

六郷

富沢

増穂

身延

南部

富沢ＩＣ～新清水JＣＴ

平成29年度開通予定

新清水JCT

八王子ＪＣＴ

高尾山ＩＣ

八王子西ＩＣ

身延山
須走ＩＣ

御殿場ＩＣ

東富士五湖道路

須走ＩＣ～御殿場ＩＣ
平成24年度用地交渉着手

県：平成32年度までの開通を要望

○リニア実験線 延伸工事完了
・平成25年8月29日　本格的な試験運転再開

○リニア中央新幹線
　　・平成25年9月18日　県内駅位置と詳細ルート決定
　　・平成26年度着工、平成39年（2027年）開業予定　
　

☆ 「やまなし暮らし支援センター」（6/1 山梨県が有楽町に
　　開設）との連携強化
　　・県内への定住希望者への住宅ローン積極対応　　　　
☆リニア新駅近隣分譲地「あさひリニアタウン」（171区画）
　 購入者への住宅ローン対応
　　・7/29 分譲開始　購入者40先中当行住宅ローン8先対応

甲府
飯田

奈良大阪 所要時間

品川-甲府　　25分
品川-名古屋　40分
品川-大阪　　67分

リニア中央新幹線の路線図

山梨リニア実験線

2027年開業予定

品川

名古屋

相模原

相模原愛川ＩＣ

南ｱﾙﾌﾟｽ

中富

中津川

※名古屋以西のルート・　
　 駅位置は概略
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ⅢⅢ 中期中期経営経営計画計画
「ベストバンク「ベストバンクプランプラン 20162016」」

　　　の進捗状況　　　の進捗状況
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中期経営計画「ベストバンクプラン中期経営計画「ベストバンクプラン 20162016」　計画骨子」　計画骨子

中期経営計画中期経営計画「ベストバンクプラン「ベストバンクプラン 20162016」」（計画期間（計画期間 平成２５年４月～平成２８年３月）平成２５年４月～平成２８年３月）

※トップライン収益 ＝ 業務粗利益〔資金利益＋役務取引等利益＋その他業務利益（国債等債券関係損益を含む）〕

経営理念「地域密着と健全経営」

地域密着型金融推進

コンプライアンス・顧客保護

市場運用力の強化

トップライン収益の増強

業務の効率化とコストの 適化

内部管理態勢の強化

人材育成と活力ある組織風土の醸成

地域経済活性化への取組み

地域社会貢献への取組み

環境問題への取組み

強靭な経営体質の構築 ＣＳＲの推進

・ 営 業 態 勢 の 強 化
・ 個 人 営 業 戦 略
・ 法 人 営 業 戦 略
・ 地 区 ・ 店 舗 戦 略

お客さまにご満足いただき、揺るぎない信頼を得られる銀行

経営ビジョン（あるべき姿）

ＣＳ・ＥＳ №１銀行を目指して

スローガン

営 業 力 の 強 化

バ ン ク

Ｅ
Ｓ
の
向
上

Ｅ
Ｓ
の
向
上

Ｃ
Ｓ
の
向
上

Ｃ
Ｓ
の
向
上
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中期経営計画「ベストバンクプラン中期経営計画「ベストバンクプラン 20162016」　定量」　定量目標目標

項　目
25/3期

実績

25/9期

実績
増減

26/3期

計画

中計目標

（28/3期）

業務粗利益 387億円 193億円 - 383億円 410億円

業務純益 112億円 49億円 - 101億円 120億円

ＯＨＲ
（経費÷業務粗利益）

73.61% 74.36% + 0.75P 74.35% 70%以下

自己資本比率
（国内基準）

16.22% 16.92% + 0.70P - 15%以上

貸出金残高
（平残）

14,593億円 14,676億円 + 83億円 14,757億円 15,500億円

預金残高
（平残）

26,313億円 27,103億円 + 790億円 27,036億円 28,000億円

422
397 387

193

383
410

136
95 112

49

101 120

69.45

74.36

70.00

74.35

73.61
75.90

0

100

200

300

400

500

23/3 24/3 25/3 25/9 26/3 28/3

（億円）

55

60

65

70

75

80

85
（％）

半期
実績

通期
計画

中計
目標

OHR
(%)

業務
純益

（億円）

業務
粗利益
（億円）

14,819 14,666 14,593 14,676 14,757 15,500

24,968
25,922 26,313 27,103 27,036 28,000

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

23/3 24/3 25/3 25/9 26/3 28/3

（億円）

半期
実績

通期
計画

中計
目標

貸出金
平残

（億円）

預金
平残

（億円）
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セールス
35.8％

移動時間 9.2％

訪問予定先顧客
情報把握 2.6％

計数管理 2.9％

実績・行動記録
16.2％

諸事務処理
20.0％

その他 13.3％

セールス 48.3％

移動時間 6.1％訪問予定先顧客
情報把握 1.6％

計数管理 1.9％

実績・行動記録
13.1％

諸事務処理
17.9％

その他 11.1％

お客さまとの接点の強化と提案力の向上により、収益機会の拡大とお客さまの信頼向上を図る

基本方針Ⅰ「基本方針Ⅰ「トップライン収益の増強トップライン収益の増強」　～営業力の強化～　」　～営業力の強化～　
～～営業態勢の強化～営業態勢の強化～

渉外担当の１日の活動
（平成２４年４月）

【ComPass定着後】
渉外担当の１日の活動

ComPass導入による改善目標

■営業活動の「見える化」、「情報共有」
　 ・地図情報システムの活用 （効率的な訪問計画の策定、訪問件数の増加）

■お客さま情報のさらなる活用
・情報鮮度の向上

　 ・他のシステムとの連携

１人１日

１時間増加

新営業支援システム「ComPass」 を活用し
効果的･効率的な営業活動の展開

＜平成２５年９月に全店稼動＞

■CRM（顧客情報管理）・SFA（営業支援）システムの再構築

■地図情報システムの導入

■マーケティングデータ検索システムの再構築

■コールセンターシステムの更改

目標

現在
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　　西東京地区戦略

■山梨県内を上回る収益性と効率性の実現
■「点」から「線・面」への営業基盤の拡大

■昭和４３年から地域に根差した営業展開
■現在１４か店・１法人営業所のネットワーク

■民営事業所数　　１７万先 （山梨県の約３．８倍）
■人口　　　　　　　５４７万人 （ 同 約６．５倍）
■世帯数　　　　　 ２５３万世帯 （ 同 約７．６倍）

　※西東京地区は、東京都の市部・西多摩郡・杉並区、神奈川県相模原市
　（出所：民営事業所数は平成24年度「経済センサス」、

　　　　 　　　　　　　　　　　　　 人口・世帯数は平成25年10月「推計人口」）

西東京地区のマーケット規模

法人／個人取引推進

■「ふるさとリンケージ２００」との連携による取引推進

■法人オーナー等に対する
　 事業承継・相続対策等のコンサルティング営業強化

中小企業向け貸出金残高目標

613

709
768 743

980

1,491

1,551

1,621 1,613

1,850

0

250

500

750

1,000

23/3 24/3 25/3 25/9 28/3

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

770 759
772 774

850

500

750

1,000

23/3 24/3 25/3 25/9 28/3

住宅ローン残高目標

■資産承継アドバイザーによるコンサルティング営業の展開
■相続関連業務の推進強化のため
　 ㈱朝日信託との業務提携開始（平成25年11月）

■対象先約1,100先に対し強力にアプローチ
■既アプローチ先　641先（25/9末時点）
■うち、23/5～25/9実績
　　　新規取引先　　４２先　　新規融資額　　４２億円
　　　既存取引先のうち融資残高増加先
　　　　　　　　　　　　 ３６先　　融資増加額　　 ５５億円

■ローンスクエア相模原の開設 　（平成25年9月）

（不動産関連地方公社を含む）

営業拠点の更なる拡充営業拠点の更なる拡充

残高（億円）

先数

残高（億円）

基本方針Ⅰ「基本方針Ⅰ「トップライン収益の増強トップライン収益の増強」　～営業力の強化～　」　～営業力の強化～　
～～西東京地区戦略～西東京地区戦略～

目標 目標
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基本方針Ⅰ「基本方針Ⅰ「トップライン収益の増強トップライン収益の増強」　～営業力の強化～　」　～営業力の強化～　
～個人営業戦略～個人営業戦略～～

■セグメント別戦略による生涯取引拡大

お客さまの資産状況およびライフステージに応じた
商品・チャネルの拡充による推進強化

271 371 332 338 214
543

475
594 595 570

190

902
746

965 927 908

405

1,445

0

500

1,000

1,500

22/3 23/3 24/3 25/3 25/9 28/3

　投信・保険販売手数料目標

（百万円）

投信
手数料

保険
手数料

合計

3,668 3,614 3,594 3,665 3,660
3,920

203 183 172 154 150

1803,871 3,797 3,766 3,819 3,810

4,100

2,000

3,000

4,000

22/3 23/3 24/3 25/3 25/9 28/3

　個人ローン残高（末残）目標

（億円）

住宅
ローン

その他
ローン

合計

○インターネットバンキングおよびインターネット支店
等ダイレクトチャネルを活用した取引拡大の強化

○クレジットカードとポイントサービスの連携によるお
客さまの囲い込み

○資産承継アドバイザー（本部専担者）を中心とした　
　 企業オーナー、資産家層への事業承継、相続対策

の提案

ｱｯﾊﾟｰﾏｽ層

マス層

富裕層

準富裕層

準富裕層

ｱｯﾊﾟｰﾏｽ層

マス層

○ローンスクエアを中心とした住宅ローン推進強化

○個人ローンを基軸としたライフプランニングの強化
　　・無担保ローンのクロスセル
　　・保険見直しによる保障性保険販売など取引メイン
　　　化推進

○ライフイベントに応じた各種商品・サービスの提案

目標

■H25/11 (株）朝日信託との業務提携開始

■ローンスクエア県内全拠点への日曜営業拡大

■ローンスクエアでの保険コンサルティング業務開始

目標半期実績
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「融資創造スタッフ」の組成による
創造型融資推進態勢の確立

基本方針Ⅰ「基本方針Ⅰ「トップライン収益の増強トップライン収益の増強」　～営業力の強化～　」　～営業力の強化～　
～～法人法人営業戦略営業戦略～～

新規融資等への取組新規融資等への取組強化強化 ((「中小・地域金融機関向け監督方針」への対応）「中小・地域金融機関向け監督方針」への対応）

■地域経済活性化への貢献

　・融資案件組成ノウハウの集約と組織的な共有

　・実践的な営業店指導と教育

（※中小企業向け貸出金残高は、不動産関連地方公社向け貸出金を含む）

5,300

4,824
4,942

5,020
4,917

4,512

10,600

9,972

9,644

10,331

10,515

10,335

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

22/3 23/3 24/3 25/3 25/9 28/3

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

事業性融資
取引先数（先）

残高
（億円）

目標

中小企業向け貸出金残高（末残）・事業性融資取引先数目標

先数目標　１０，６００先残高目標　５，３００億円
資金需要の創出・喚起資金需要の創出・喚起

新規取引先の開拓・新規需資の発掘・

肩代りの推進（地域活力ファンド等の戦略商品の活用）

中計施策の中で取組みを強化

営業力の強化「法人営業戦略」

■顧客セグメント・地域特性に応じた取引推進
　 ・「主要先ターゲット推進」

　 ・取引解消先へのアプローチ

　 ・地場産業活性化に向けた支援強化

■海外展開を目指す企業の支援・取引推進
　 ・「タイ経済視察ミッション（H25.9）」の実施

中小企業向け貸出増強中小企業向け貸出増強
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地場産業活性化と新規需資創出に向けた、目利き力を備えた人材養成（5年間で50名程度）

　　平成２４年４月１日、山梨県内１０社への１年間の行員派遣を開始

　　来年度以降も派遣を継続　　

　　　５年間で総勢５０名程度を予定

平成22年度
経済活動別県内総生産
　　　　　(産業部門=100）
　出典：県民経済計算年報

19.7

6.7

15.7

4.2

9.6

1.8

6.6

33.7

2.0

山梨県

農林水産業・鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

（単位：％）

平成25年4月1日からの派遣先10社平成24年4月1日からの派遣先10社

派遣先 業   種

Ａ社  ワイン醸造

Ｂ社  アクセサリー製品企画・製造・販売

Ｃ社  ニット製品企画・製造・販売

Ｄ社  印傳製品製造・販売

Ｅ社  ホームセンター

Ｆ社  スーパーマーケット

Ｇ社  旅館

Ｈ社  青少年教育施設運営

Ｉ社  ブライダルホール運営

Ｊ社
 リハビリテーション病院、介護老人
 保健施設等運営

派遣先 業   種

Ａ社  農業

Ｂ社  ワイン醸造

Ｃ社  清酒醸造

Ｄ社  貴金属製品製造・販売

Ｅ社  ニット製品企画・製造・販売

Ｆ社  和紙製品製造・卸

Ｇ社  スーパーマーケット

Ｈ社  ホテル

Ｉ社  青少年教育施設運営

Ｊ社  病院・老人介護施設運営

地場産業活性化に向けた支援強化地場産業活性化に向けた支援強化
　　～～地場企業への行員派遣の状況～地場企業への行員派遣の状況～

１０名は地域開発・経営支援
部署に重点的に配属

「主要先ターゲット推進」スタッフ・
「融資創造スタッフ」のコアメンバー

として活躍
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12,829 12,904
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13,020
12,284
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313

207

339
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10,000
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　　　　　　　　　●個別株式の選別による配当金の増収
　　　　　　　　　●市場環境変化に応じた機動的な売買による収益の追求
　　　　　　　　　●多様なETFを活用し収益の上積み

(億円） 有価証券
利回り（％）

(億円）有価証券残高（平残ベース）の実績と目標 利息配当金・有価証券利回りの実績と目標

円貨債券修正デュレーションの予想

　　　　　　　　　●金利リスクをコントロールした運用による利息収入の追求
　　　　　　　　　●高格付債を中心に外国債券の拡大
　　　　　　　　　●市場環境変化に応じた機動的な入替取引

　　　　　　　　　●新たな商品への投資を含め、リスクに見合った収益の追求
　　　　　　　　　●REIT投資の拡大による配当金の増収投信

株式

債券

260

344

173

12611668 78 88

245

171 158 141

230

124

13 21 33

92

0

200

400

600

800

23/3 24/3 25/3 25/9 26/3 28/3

（億円）

外国債券・純投資株式・REIT残高
（平残ベース）の実績と目標

REIT

純投資株式
ETF

外国債券

債券

投信

株式 投信

株式

債券

12,931

13,728

11,861
137

120
127

高い利回りを実現する運用手法の確立と環境変化に機動的に対応できる運用態勢の再構築
中計3年間で有価証券残高を平残ベースで約800億円（25/3比＋6.1%）積増し

中計 終年度の有価証券利回り1.00％、利息・配当金137億円

128

基本方針Ⅰ「基本方針Ⅰ「トップライン収益の増強トップライン収益の増強」　～市場運用力の強化～」　～市場運用力の強化～

中計
目標

10,782

合計

合計

13,618

135

13,781

68

中計
目標

半期
実績

半期
実績

通期
計画

通期
計画

中計目標

半期
実績

通期
計画



本日は、弊行の会社説明会にご参加いただきまして、誠にありがとうございました。

本日の説明内容についてのご照会等は、下記までお願いいたします。

【お問い合わせ窓口】

株式会社　山梨中央銀行

経営企画部　広報CSR室

電話　０５５（２３３）２１１１

E‐mail　kouho@yamanashibank.co.jp

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　http://www.yamanashibank.co.jp/

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


